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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）
(1)連結経営成績 　　　　（注）百万円未満は切り捨てて表示しております。

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 65,660 5.2 4,237 90.4 3,610 101.3
14年 9月中間期 62,420 △ 6.1 2,225 21.1 1,793 81.7
15年 3月期 137,647 8,289 7,473

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当
           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭
15年 9月中間期 1,804 86.8 9.32 -
14年 9月中間期 966 - 4.87 -
15年 3月期 1,453 7.13 -
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期  △2 百万円    14年 9月中間期  54 百万円    15年 3月期  59 百万円
     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期  193,645,489 株　14年 9月中間期  198,265,793 株　15年 3月期  197,124,290 株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
15年 9月中間期 167,253 87,437 52.3 453.91
14年 9月中間期 179,169 85,823 47.9 435.49
15年 3月期 173,129 85,866 49.6 442.40
（注）期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期  192,630,998 株　14年 9月中間期  197,072,008 株　15年 3月期  193,982,619 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円
15年 9月中間期 7,801 △ 2,383 △ 7,676 5,203
14年 9月中間期 4,645 △ 1,536 △ 4,457 5,487
15年 3月期 15,732 △ 2,909 △ 12,280 7,421

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  35　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　1　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）0　社  （除外）1　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円
通　　期 139,000 9,000 4,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 77 銭 

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。
　当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の
　予想数値と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の8ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 

 
当企業集団は、当社（呉羽化学工業株式会社）および子会社３６社（内、連結子会社３５社）、関連会

社５社（内、持分法適用会社１社）から構成され、機能製品、化学製品、樹脂製品の製造・販売をその主

な事業内容とし、更に各事業に関連する設備の建設・補修、物流、環境対策およびその他のサ－ビス等の

事業活動を行っております。 

 
当企業集団の事業に係わる位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次の通りであります。 

 

（１） 機能製品事業（当社および子会社５社、関連会社１社） 
 
・ 当社は、機能樹脂、炭素製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハ・ケミカルズ GmbH は、欧州において当社の各種機能製品の販売を行っております。 
・ クレハ・コーポレーション・オブ・アメリカは、米国において当社の各種機能製品の販売を行って

おります。 
・ クレハ・ケ－ピ－エス Inc.は、米国において PPS 樹脂の製造・販売を行っておりますフォ－トロ
ン・インダストリ－ズに投資を行っております。 

 
（２） 化学製品事業（当社および関連会社３社） 
 
・ 当社は、無機薬品、有機薬品、医薬品、動物用医薬品、農薬、農材の製造・販売を行っております。 
・ ルトガ－ス・クレハ・ソルベンツ GmbH は、ドイツにおいて感圧複写紙用溶剤の製造・販売を行
っており、当社は同社に対し技術供与を行っております。 

 

（３） 樹脂製品事業（当社および子会社 10社、関連会社１社） 
 
・ 当社は、食品包装材、家庭用品、合成繊維等の原料の供給および製品の販売を行っております。 
・ 呉羽プラスチックス㈱は、食品包装材の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給す

る一方、同社製品の購入を行っております。 

・ 呉羽合繊㈱は、合成繊維の製造・販売を行っており、当社は同社に対し原料を供給する一方、当社

は同社製品の一部の購入を行っております。 
・ 加古川プラスチックス㈱は、金属蒸着樹脂製品の製造・販売を行っております。 
・ クレハロン・インダストリ－B.V.は、オランダにおいて食品包装材の製造・販売を行っており、当
社は同社に対し、原料を供給しております。 

・ クレハ・ヨ－ロッパ B.V.は、クレハロン・インダストリ－B.V.に対し投資を行っている他に、欧
州における食品包装材事業の子会社４社に対する投資を行っております。 

 
（４）その他事業（子会社２１社） 
 
・ 呉羽運輸㈱は、運送および倉庫業務を行っており、当社は同社に対し同業務の一部を委託しており

ます。 
・ 呉羽テクノエンジ㈱は、産業設備の設計・工事監理および運転保守管理を行っており、当社は同社

に対し同業務の一部を委託しております。 
・ クレハ建設㈱は、土木・建築工事の施工請負を行っており、当社は同社に対して同業務の一部を委

託しております。 
・ 呉羽環境㈱は、産業廃棄物の処理および工場施設内の物流業務を行っており、当社は同社に対して

同業務の一部を委託しております。 
・ 錦商事㈱は、機能製品・化学製品・樹脂製品等の販売を行っており、当社は製品の一部を同社を通

じて販売を行うと共に、原料の一部について同社を通じて購入しております。 

 



企業集団等の状況　系統図

　（機能製品事業：連結子会社 ４社）  （樹脂製品事業：連結子会社 １０社）

ｸﾚﾊ･ｹﾐｶﾙｽﾞGmbH 製品の販売 　製品の購入 呉羽ﾌﾟﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

ｸﾚﾊ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ 　製品の購入 呉 羽 合 繊 ㈱
･ｵﾌﾞ･ｱﾒﾘｶ 製品の販売 親

加古川ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ㈱

ｸﾚﾊ･ｹｰﾋﾟｰｴｽInc. 会
　製品の購入 三晃ﾌﾟﾗ ｽ ﾁ ｯ ｸ ｽ㈱

ﾚ ｼ ﾞ ﾅ ｽ 化 成 ㈱ 社
ｸﾚﾊﾛﾝ･ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰB.V.

他に ↑投資

呉 ｸﾚﾊ･ﾖ-ﾛｯﾊﾟB.V.

↓投資
羽 　原料の供給 その他欧州包材４社

化 他に

　（その他事業：連結子会社 ２１社） 学

呉 羽 運 輸 ㈱  　製品の運送保管の委託 工

呉 羽 ﾃ ｸ ﾉ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ㈱  工場設備設計･工事監理等の委託 業 （化学製品事業：持分法適用関連会社 １社）

ク レ ハ 建 設 ㈱  　工場設備建設の委託 ㈱ 技術供与等 ﾙﾄｶﾞｰｽ･ｸﾚﾊ･
ｿﾙﾍﾞﾝﾂGmbH

呉 羽 環 境 ㈱ 産業廃棄物処理、工場内物流業務の委託 他に

錦 商 事 ㈱ 　原料の購入

㈱ ｸ ﾚ ﾊ 分 析 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 検査業務の委託

呉 羽 興 産 ㈱ 不動産管理等の委託

そ の 他 １ ４ 社
連結子会社　 ３５社

持分法適用関連会社 １社

非連結子会社で持分法非適用会社１社
関連会社で持分法非適用会社 ４社

注）その他事業の錦商事㈱につきましては、機能・化学・樹脂の各製品の販売も行っております。

非連結子会社で持分
法非適用会社 １社

関連会社で持分法非
適用会社 １社

関連会社で持分法
非適用会社 ２社

関連会社で持分法
非適用会社 １社

－２－
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２．経 営 方 針 
 

（１） 会社の経営の基本方針 

  

 当社は、創業以来、「オリジナリティのある研究開発力」により独創的な商品開発を

積み重ねてまいりました。 

当社の経営の基本方針については、この永年培われた独創的な研究開発力と、技術力

に裏付けられた生産活動を戦略的に組み込んだマ－ケット・イン志向の実践による「ニ

ッチでもグロ－バルに通用するファイン・スペシャリティ事業の拡大」を目指し、今後

のいかなる環境変化に対しても適切かつ迅速に対応する高収益体質への転換を図り、グ

ル－プ全体の企業価値を高めてまいります。 

 

 

（２） 会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、まず利益を向上させ、また、資産効率を高めることにより企業価値を向上さ

せることが株主の皆様の利益につながるものと考えております。利益の配分については、

業績変動の影響はあるものの、まず安定的・継続的な配当を実施することが肝要であり、

その上で企業体質の強化・将来の事業展開に備えた内部留保等に充当することを基本方

針としております。内部留保資金については重点事業分野における新設・増設投資、研

究開発投資に充当するほか、株主の皆様への利益還元の一環として、また株式交換によ

る事業買収等に備えて自己株式の買い入れを継続的に実施してまいります。 

 

 

（３） 中長期的な会社の経営戦略 

 

当社は、現在推進中の「新中期経営計画（中計ＤＣ）」に沿って高収益体質への転換

を目指すために、2002 年度に「選択と集中」の観点から重点事業分野に注力すべく事

業再構築の諸施策を実行いたしました。 

2003 年度は、事業再構築により集中したコア事業におけるスペシャリティ製品につ

いて、原料から製品まで一貫した生産工程によるメリットを徹底的に追求するとともに、

未来の当社を支える柱として開発中の新規事業ついては早期商品化に注力し、重点事業

分野によるさらなる飛躍を図ってまいります。 
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（４）会社の対処すべき課題 

 

 当社は、以下の施策を着実に遂行し、社会的に評価される呉羽グル－プを目指してま

いります。 

① グロ－バルな事業展開による業容の拡大 

② 適正な価格で流通する商品価値の確立 

③ 視点をグロ－バルにもち、ニッチな分野でも世界一を目指す研究開発の推進 

④ 連結経営の一層の強化 

⑤ コンプライアンスの徹底 

⑥ レスポンシブル・ケア（環境保護、安全等に関する自主的管理活動）実施宣言に

沿った地球環境の保護および安全と健康の確保 

 

 

（５）コ－ポレ－ト・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

当社は、企業価値を高める株主重視の経営を基本方針としているなかで、コーポレー

ト・ガバナンスの充実は極めて重要であると考えております。そのため、経営の透明性

を上げて行くこと、そしてコンプライアンスの徹底に取り組むことを基本としておりま

す。 

 

１.取締役会、監査役会 

   取締役会は原則月１回開催し、社長を議長として経営上の意思決定、業務執行状

況の監督を行なっております。 

   監査役会は常勤２名、非常勤（社外）２名の４名で組織され、取締役会、その他

重要な会議に出席する他、重要な決裁書類を閲覧するなどコンプライアンス、リス

ク管理、内部統制の運用状況等の確認を行い、必要あるときは取締役に意見を述べ

ております。 

 

２.コンプライアンス体制の整備・強化 

   当社は、本年 6 月１日付けで新たにコンプライアンス規程として社則に制定し、

呉羽グル－プとして包括的コンプライアンス体制の整備・強化を図ることといたし

ました。 

従来より、当社は経営の基本理念として関係法令の遵守のみに留まらず、社会的

規範に則った企業を目指し、「呉羽化学倫理憲章」および「行動規範」に基づくコ

ンプライアンス重視の企業風土作りに努力してまいりました。 

一方、経営方針を「ファイン・スペシャリティ分野におけるグロ－バルな事業展
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開」に定め業容拡大を図っており、同時にコンプライアンス重視を経営の柱として

グル－プ全体に拡充し、さらに一層強化することといたしました。 

当社においては現在、誠に遺憾ながら独占禁止法等の競争法規に違反するとの嫌

疑を日米独禁当局より受けており、当局の調査に全面的に協力しておりますが、呉

羽グル－プの役員および従業員がより一層法令遵守を徹底し、組織の末端までコン

プライアンス重視の意識の浸透を図るために呉羽グル－プとして新たに包括的な

コンプライアンス体制を整備・強化することとしたものです。 

   コンプライアンス体制の整備・強化策の主なものは次の通りです。 

① 呉羽化学倫理憲章を「呉羽グル－プ倫理憲章」に拡大し、呉羽グル－プで

の徹底を図る。 

② 社外委員（弁護士）を含む社長直属のコンプライアンス委員会を設置する。 

③ コンプライアンス委員会は景品・表示管理規程、貿易管理規程および独占

禁止管理規程に基づく各委員会を下部組織として一元管理する。 

④ コンプライアンス委員会の主な業務は以下のとおりとする。 

１)コンプライアンス行動基準の策定 

２)コンプライアンス教育の実施 

３)コンプライアンス体制の維持・運営 

 

 

３.タイムリ－・ディスクロ－ジャ－ 

  企業情報の提供につきましては、会社説明会や決算説明会ならびにホ－ムペ－ジ

に株主の皆様へのサイトを開設し、当社の事業内容、経営ビジョン、戦略、成績等

の情報を適宜に提供しておりますが、本年４月に企画本部内に新設した広報部の拡

充により、従来にも増して社会に開かれた関係を進め、経営の透明性と公正な情報

開示に努めてまいります。 
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３．経営成績及び財政状態 

 
Ⅰ 経営成績 

 
（１） 当中間期の概況 

（百万円） 
 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 中間純利益 

１株当たり 
中間純利益 

平成 15年9月中間期 ６５，６６０ ４，２３７ ３，６１０ １，８０４ ９円３２銭 

平成 14年9月中間期 ６２，４２０ ２，２２５ １，７９３ ９６６ ４円８７銭 

増 減 率 ５．２％ ９０．４％ １０１．３％ ８６．８％ ９１．４％ 

 
当中間期のわが国経済は、イラク戦争の終結、アメリカの景気回復、アジアの成長軌道維持、国内株

安一巡等を受けて、輸出・設備投資主導の景気回復傾向がみられましたが、期後半の円高もあり、この

まま自律的回復軌道に乗って、デフレ脱却へと向かうには依然不透明さが残っております。 
化学工業におきましても、ＩＴ関連素材の需要の拡大はありましたが、価格の下落傾向が続く中で、原

油産出国の政情不安定を映した原材料価格の高止まりにより事業環境の好転には至っておりません。 

当社およびグループ各社はこのような状況のもとで、ＰＰＳ樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂等機能樹脂

の半導体等電気・電子素材用途及び医・農薬分野等付加価値の高い製品等の拡販に注力し、前期に決定

いたしました塩化ビニル樹脂等コモディティ事業からの撤退の効果を確実なものとしてまいりました。 
この結果、売上高は６５６億６千万円、経常利益は３６億１千万円となり、前年同期に比べ、売上高で

は３２億３千９百万円の増収、経常利益は１８億１千６百万円の増益となりました。 

中間純利益につきましては、固定資産除売却損６億７千５百万円等を計上いたしましたが、１８億４百

万円となり、前年同期に比べ８億３千８百万円の増益となりました。 

 
 
（２）当中間期のセグメント別の概況 

（百万円） 
売    上    高 営  業  利  益  

当中間期 前中間期 増 減 当中間期 前中間期 増 減 
機能製品事業 12,571 14,257 △ 1,686 1,398 1,235 162 

化学製品事業 16,535 14,199 2,335 2,072 △ 47 2,119 

樹脂製品事業 25,006 23,731 1,274 △ 24 770 △ 795 

その他事業 11,546 10,231 1,315 905 246 658 

消  去 － － － △ 113 20 △ 133 

連結合計 65,660 62,420 3,239 4,237 2,225 2,011 

 

 
機 能 製 品 事 業 

 
ＰＰＳ樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂は、半導体等電気・電子素材用途の需要回復により前年同期を上回

る売上げ、営業利益を達成いたしました。 

炭素製品のうち、球状活性炭につきましては輸出の好調により、炭素繊維につきましては熱処理炉用

断熱材用途の需要回復により、売上げ、営業利益ともに前年同期に比べ増加いたしました。 
ＭＢＳ系耐衝撃強化剤、アクリル系耐衝撃強化剤は、平成１５年１月に営業権を譲渡し、国内について
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は受託生産へ移行いたしましたが、売上げ、営業利益は前年同期に比べ大幅に減少いたしました。 
以上の結果、本セグメントの売上高は１２５億７千１百万円、営業利益は１３億９千８百万円となり、

前年同期に比べ、売上高は１６億８千６百万円の減収、営業利益は１億６千２百万円の増益となりました。 

 
化 学 製 品 事 業 

 
工業薬品分野では、パラジクロルベンゼン等の拡販により前年同期に比べ採算は改善いたしました。 
医・農薬分野では、慢性腎不全用剤「クレメジン」は引き続き堅調に推移いたしました。又、抗悪性腫

瘍剤「クレスチン」は剤型変更により、農業用殺菌剤「メトコナゾール」は輸出の好調により、この分野

の売上げ、営業利益ともに前年同期に比べ増加いたしました。 
塩化ビニル樹脂は、平成１５年１月の営業権譲渡、受託生産への移行により売上げは前年同期に比べ減

少いたしましたが、採算は大幅に改善いたしました。 
以上の結果、本セグメントの売上高は１６５億３千５百万円、営業利益は２０億７千２百万円となり、

前年同期に比べ、売上高は２３億３千５百万円の増収、営業利益は２１億１千９百万円の大幅な増益とな

りました。 

 
樹 脂 製 品 事 業 

 
業務用食品包装材分野では、塩化ビニリデンフィルム、熱収縮多層フィルム、非収縮多層フィルムのフ

ィルム類および多層ボトル等の業務用食品包装材の売上げは減少いたしましたが、新規開発製品「ベセー

ラ」（ハイバリアーラミネート基材）の売上げは順調に推移いたしました。 
中国向けの塩化ビニリデン・コンパウンドにつきましては、競合品との競争激化への対応に注力して売

上げを増加させましたが、採算を改善するまでに到りませんでした。 
金属蒸着フィルム、合成繊維等の産業用資材分野では、電気・電子素材用途の需要の回復等により、売

上げ、営業利益ともに増加いたしました。 
コンシューマー・グッズ分野では、家庭用食品包装材「NEW クレラップ」は販売価格の適正化に注力
いたしましたが売上げは横ばいに推移し、釣糸「シーガー」の売上げは減少し、営業利益は前年同期に比

べ減少いたしました。 
以上の結果、本セグメントの売上高は２５０億６百万円、営業損失は２千４百万円となり、前年同期に

比べ、売上高は１２億７千４百万円の増収、営業損益は７億９千５百万円の悪化となりました。 

 
そ の 他 事 業 

 
 建設関連分野は、大型工事の完工と原価低減への取り組みにより、前年同期に比べ、売上げ、営業利益

ともに増加いたしました。 
 環境関連分野は、高付加価値品の受注増加により、前年同期に比べ、売上げ、営業利益ともに増加いた

しました。 
運輸・倉庫分野は、受注増加と事業再構築を進めた結果、前年同期に比べ、売上げ、営業利益ともに増

加いたしました。 

以上の結果、本セグメントの売上高は１１５億４千６百万円、営業利益は９億５百万円となり、前年

同期に比べ、売上高は１３億１千５百万円の増収、営業利益は６億５千８百万円の増益となりました。 
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（３）通期の見通し 
 
今後のわが国の経済見通しにつきましては、引き続き不透明な状況の中で為替・金利等の不安定要因に

より景気底離れに水をさされる懸念が残っております。  

このような環境下で、「機能製品事業」におきましては、旺盛な需要に応えるため設備能力増強を推

進し、高水準の出荷を維持するとともに、海外生産および生産委託等によりコスト競争力強化を図ってま

いります。「化学製品事業」におきましては、原材料価格高騰に伴う製品価格の適正化を浸透させていく

とともに、引き続き医・農薬の拡販を図ってまいります。「樹脂製品事業」におきましては、業務用食品

包装材および中国市場での厳しい状況を打開すべく引き続き注力するとともに、コンシューマー・グッズ

を含めて経費節減の諸施策を講ずることにより、当中間期は若干の営業損失でありましたが、通期では営

業利益の大幅な改善を目指してまいります。「その他事業」におきましても、原価低減および高付加価値

化の方向性を確実なものとしてまいります。これら諸施策を通じて、当社およびグループ各社は、当初の

年間利益目標を達成すべく更なる努力を重ねてまいります。 
通期の連結業績見通しといたしましては、売上高は前期並みの１，３９０億円（前期比 1.0％増）、経

常利益は９０億円（前期比 20.4％増）、当期純利益につきましては４０億円（前期比 175.3％増）を見込
んでおります。 

 
 
 

Ⅱ 財政状態 
 
（１） 当中間期の概況 

（百万円） 
 当中間期 前中間期 増減 
営業活動によるキャッシュ・フロー ７，８０１ ４，６４５ ３，１５６ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △２，３８３ △１，５３６ △８４７ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △７，６７６ △４，４５７ △３，２１９ 
現金及び現金同等物換算差額 ４０ △１５ ５５ 
現金及び現金同等物の減少額 △２，２１７ △１，３６３ △８５４ 
現金及び現金同等物の期首残高 ７，４２１ ６，８５１ ５７０ 
現金及び現金同等物の中間期末残高 ５，２０３ ５，４８７ △２８４ 
借入金中間期末残高 ４１，３５９ ５５，６５２ △１４，２９３ 
 
 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物残高は、５２億３百万円となり、前中間連結会
計期間末より２億８千４百万円減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次

のとおりであります。 
 
営業活動によるキャッシュ・フロー 
 営業活動の結果、キャッシュ･フローは前中間期と比較して３１億５千６百万円増加し７８億１百万
円となりました。税金等調整前中間純利益の増加、法人税等の支払額の減少に加え、売上債権の回収

条件短縮に取り組んだ結果運転資金が減少し、大幅に改善されました。 
投資活動によるキャッシュ・フロー 
 投資活動の結果、減少したキャッシュ･フローは２３億８千３百万円となりました。中国での包装材
事業の拡大のため合弁会社設立等により、その他の投資に関する支出が１０億７千９百万円発生し、
キャッシュ･フローは前中間期と比較して８億４千７百万円減少いたしました。 
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財務活動によるキャッシュ・フロー 
 財務活動の結果、減少したキャッシュ･フローは７６億７千６百万円となりました。前期に引き続き、
営業活動の結果増加したキャッシュ･フローにより借入金の返済をすすめ、資産効率の改善をはかって
おります。また自己株式の買い入れを６億７千３百万円（１４６万２千株、単元未満株を含む）実施

いたしました。 
 
（２） 通期の見通し 
 
 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益の増加及び運転資本の減少にとも

ない増加する見込みです。投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資にともなう支出や中国で
の合弁会社の増資による支出が見込まれるものの、持ち合い株式の売却による収入の発生により、当
中間期と同水準となる見込みです。財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の買い入れや借
入金の返済により減少する見込みです。通期の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末
並を予定しております。 
 
（３） キャッシュ・フロー指標のトレンド 
 
 13 年 9 月期 14 年 3 月期 14 年 9 月期 15 年 3 月期 15 年 9 月期 
株主資本比率(%) ４５．３ ４６．９ ４７．９ ４９．６ ５２．３ 
時価ベースの株主資本比率(%) ３５．４ ４０．０ ４２．８ ４３．１ ５０．４ 
債務償還年数（年） ９．２ ５．５ ６．０ ３．０ ２．７ 
ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ５．３ ８．３ １０．２ １７．８ ２３．６ 
（注）株主資本比率：株主資本／総資産 
   時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
   （中間期の債務償還年数：有利子負債／（営業キャッシュ・フロー×２） 
   ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利息支払額 
  ＊各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
＊株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（連結）により算出しております。 

 



                           -10-

 

４. 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 
前中間連結会計期間末 

(平成14年9月30日現在) 

当中間連結会計期間末 

(平成15年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(平成15年３月31日現在) 

        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

   
Ⅰ 
〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受取手形及び売掛金 
有 価 証 券 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産        
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
        

５，４８７ 
３７，３０５ 
５０７ 

２２，８２３ 
９１６ 
２，６３２ 
△   ３２０ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
        

５，２０３ 
３５，２６７ 

５ 
２０，６５９ 
１，１７０ 
３，２６３ 
△   ４０１ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 
 

７，４２１ 
４０，２４７ 
５０６ 

２０，３５２ 
    ８６９ 
３，４２２ 
△ ３６８ 

 
% 

 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建物及び構築物 
機械装置及び運搬具 
工 具 器 具 備 品 
土 地
建 設 仮 勘 定 

６９，３５３ 
 
 
 

２６，３０８ 
２４，３７１ 
２，０６３ 
１４，５５１ 
３，４０７ 

38.7 ６５，１６７ 
 
 
 

２６，０５１ 
２１，６６４ 
２，０８３ 
１３，５８２ 
２，６８１ 

39.0 ７２，４５１ 
 
 
 

２６，８２８ 
２２，０５３ 
２，１３０ 
１３，５８２ 
２，５９７ 

41.8 

 
 
２． 

有形固定資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

７０，７０２ 
 

２，３６６ 

39.5 
 

1.3 

６６，０６４ 
 

２，３５５ 

39.5 
 

1.4 

６７，１９１ 
 

２，４８６ 

38.8 
 

1.4 

３． 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
出 資 金        
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産        
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
２７，４３６ 
３，０３１ 
３，５８５ 
１，１３９ 
１，８０４ 
△   ２５１ 

  
２４，２６８ 
４，５６５ 
２，１１９ 
１，３６７ 
１，７００ 
△   ３５５ 

  
２２，３４８ 
３，１３４ 
２，８９３ 
１，２５３ 
１，７４３ 
△   ３７３ 

 

 投資その他の資産合計 ３６，７４６ 20.5 ３３，６６５ 20.1 ３０，９９９ 18.0 

 固 定 資 産 合 計 １０９，８１５ 61.3 １０２，０８５ 61.0 １００，６７８ 58.2 

資 産 合 計 １７９，１６９ 100.0 １６７，２５３ 100.0 １７３，１２９ 100.0 
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(単位：百万円) 
前中間連結会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

当中間連結会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 

前連結会計年度 
 

(平成15年3月31日現在) 

        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
Ⅰ 
〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 
支払手形及び買掛金 
短 期 借 入 金 
未 払 金 
未 払 法 人 税 等 
未 払 消 費 税 等 
未 払 費 用         
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 

１７，６９８ 
３８，６３１ 

－ 
６０９ 
５８５ 
３，５３５ 
１，３７６ 
６，１４８ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 

 
 

１６，０７５ 
２９，１０９ 
４，６１６ 
１，７２１ 
５５４ 
３，４７５ 
１，３４６ 
２，２１４ 

 
% 

 
 
 
 
 

 

 
 

１８，８４２ 
３３，６４８ 
４，３０８ 
５２５ 
５８５ 
３，８４９ 
１，３６８ 
３，０７３ 

 
% 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
繰 延 税 金 負 債    
そ の 他 

６８，５８３ 
 
 

１７，０２１ 
２，８８１ 
５３７ 
１，６７２ 
７３６ 

38.3 
    
    

 
 
 

５９，１１４ 
 
 

１２，２４９ 
２，５０１ 
５６０ 
３，０２２ 
８８６ 

35.3 
    
    

 
 
 

６６，２０２ 
 
 

１３，５５１ 
２，６７０ 
６０８ 
２，０１７ 
８２３ 

38.2 

 固 定 負 債 合 計 ２２，８４８ 12.7 １９，２２１ 11.5 １９，６７０ 11.4 
９１，４３２ 

 
 

１，９１２ 
 
 

51.0 
 
 

1.1 
 
 

７８，３３５ 
 
 

１，４７９ 
 
 

46.8 
 
 

0.9 
 
 

８５，８７３ 
 
 

１，３９０ 
 
 

49.6 
 
 

0.8 
 
 

 
 
 
 
 
 
Ⅰ 
Ⅱ 
Ⅲ 
Ⅳ 
Ⅴ 
Ⅵ 

負 債 合 計 
 
〈少数株主持分〉  
少 数 株 主 持 分 
 
〈 資 本 の 部 〉 

 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金 
為替換算調整勘定
自 己 株 式 

 

１２，４６０ 
９，７０５ 
６３，０３３ 
３，２７８ 
△   ６３１ 
△ ２，０２３ 

 

 

7.0 
5.4 

35.2 
1.8 
△0.4 
△1.1 

 

 

１２，４６０ 
９，７１５ 
６１，１５５ 
５，２８９ 
△   ３２０ 
△   ８６２ 

 

 

7.4 
5.8 

36.6 
3.2 
△0.2 
△0.5 

 

 

１２，４６０ 
９，７１０ 
６０，５６２ 
３，７７１ 
△   ４０９ 
△   ２２８ 

 

 

7.2 
5.6 

35.0 
2.1 
△0.2 
△0.1 

 

  資  本  合  計 ８５，８２３ 47.9 ８７，４３７ 52.3 ８５，８６６ 49.6 

負債、少数株主持分及び資本合計  １７９，１６９ 100.0 １６７，２５３ 100.0 １７３，１２９ 100.0 

 



 - 12 -

           
 

（２）中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

 

前中間連結会計期間 
自平成 14 年４月１日 

至平成 14 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 
自平成 15 年４月１日 
 至平成 15 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
自平成 14 年４月１日 
 至平成 15 年 3 月 31 日 

       期 別 

 
科 目 
 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

 
Ⅰ売 上 高 

Ⅱ売 上 原 価 
  売 上 総 利 益 

 
62,420 

47,035 
15,385 

％ 
100.0 

75.4 
24.6 

 
65,660 

47,792 
17,867 

％ 
100.0 

72.8 
27.2 

 
137,647 

102,010 
35,637 

％ 
100.0 

74.1 
25.9 

Ⅲ販売費及び一般管理費 

営 業 利 益  

13,159 

2,225 

21.1 

3.6 

13,629 

4,237 

20.8 

6.5 

27,347 

8,289 

19.9 

6.0 
Ⅳ営 業 外 収 益 528 0.8 413 0.6 1,180 0.9 

  受取利息及び配当金 
    持分法による投資利益 
そ       の       他 

Ⅴ営 業 外 費 用 

295 
54 
178 

960 

242 
－ 
171 

1,040 

498 
59 
621 

1,995 
  支 払 利 息 

  持分法による投資損失 
    そ       の       他 
経  常  利  益 

436 

－ 
524 
1,793 

 
 
 

1.5 
 
 
 
2.9 

327 

2 
710 
3,610 

 
 
 

1.6 
 
 
 
5.5 

882 

－ 
1,113 
7,473 

 
 
 

1.4 
        
 
 

5.4 

Ⅵ特 別 利 益 1.4 0.7 3.1 

Ⅶ特 別 損 失 
844 
560  0.9 

459 
1,068  1.6 

4,290 
8,288 6.0 

税金等調整前中間（当期）純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 
少 数株主利益（減算） 

 2,077 
656 

311 
144 

3.3 
1.1 

0.5 
0.2 

 3,001 
1,571 

△    440 
66 

4.6 
2.4 

△ 0.7 
0.1 

3,475 
1,320 

452 
249       

2.5 
1.0 

0.3 
0.2 

中間（当期）純利益 966 1.5 1,804 2.7 1,453 1.1 
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（３）中間連結剰余金計算書 

 （単位：百万円） 

           期  別 

  

科  目 

 

前中間連結会計期間 

自平成１4年４月 １日 

至平成１4年９月３０日 

金  額 

当中間連結会計期間 

自平成１5年４月 １日 

至平成１5年 9月３0日 

金  額 

前連結会計年度 

自平成１4年４月 １日 

至平成１5年３月３１日 

金  額 

 

（資本剰余金の部） 

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高 

 自 己 株 式 処 分 差 益 

 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高  

 

 

（利益剰余金の部） 

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高 

 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高 

 配 当 金 

 役 員 賞 与 

自 己 株 式 消 却 額 

 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高  

 

 

９，７０１ 

 

３ 

３ 

 

  ９，７０５ 

 

 

 

６３，３１５ 

 

９６６ 

９６６ 

 

１，２４７ 

１，１９１ 

５６ 

―― 

 

６３，０３３ 

 

 

９，７１０ 

 

５ 

５ 

 

  ９，７１５ 

 

 

 

６０，５６２ 

 

１，８０４ 

１，８０４ 

 

１，２１１ 

１，１６３ 

４８ 

―― 

 

６１，１５５ 

 

 

 

９，７０１ 

 

８ 

８ 

 

９，７１０ 

 

 

 

６３，３１５ 

 

１，４５３ 

１，４５３ 

 

４，２０６ 

１，１９１ 

５６ 

 ２，９５９ 

 

６０，５６２ 

 

 



（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
 

 自平成 14 年 4 月 1 日 
 至平成 14 年 9 月 30 日 

当中間連結会計期間 
 

自平成 15 年 4 月 1 日 
至平成 15 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
 
 自平成 14 年 4 月 1 日 
 至平成 15 年 3 月 31 日 

 
        期  別 

 
 

科  目 金   額 金  額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
税金等調整前中間（当期）純利益 
減価償却費 
引当金の増減額 
持分法による投資損益 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
知的財産権譲渡益 
固定資産除売却損益 
有価証券及び投資有価証券等評価損 
有価証券及び投資有価証券売却損益 
資産及び負債の増減額 
その他 

 

 
２，０７７ 
４，１４８ 
△１４１ 
△５４ 
△２９５ 
４３６ 
－ 
２０２ 
１９ 
△７２１ 
３３１ 
△６２ 

 
３，００１ 
３，９２６ 
△２１０ 
２ 

△２４２ 
３２７ 
－ 
６６８ 
５ 

△４０１ 
１，６２３ 
△４５３ 

 
３，４７５ 
８，７９０ 
△１０５ 
△５９ 
△４９８ 
８８２ 

△１，６５９ 
８０７ 
３，８７９ 
１７４ 
１，８７９ 
３５０ 

小     計 ５，９４０ ８，２４６ １７，９１５ 

利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 

３３５ 
△４５４ 
△１，１７５ 

２５６ 
△３３１ 
△３７０ 

５３７ 
△８８５ 
△１，８３５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ４，６４５ ７，８０１ １５，７３２ 

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
有形及び無形固定資産の取得による支出 
有形及び無形固定資産の売却による収入 
有価証券及び投資有価証券の取得による支出 
有価証券及び投資有価証券の売却による収入 
知的財産権の売却による収入 
短期及び長期貸付金の貸付 
短期及び長期貸付金の回収 
その他投資に関する収入・支出 

 
△５，４８４ 
６２ 
△３３ 
２，０００ 
－ 
△９ 
１，９６２ 
△３４ 

 
△３，０８２ 
２５ 
△２２６ 
１，６０８ 
－ 
△３４ 
４０５ 

△１，０７９ 

 
△１１，０７５ 
７１２ 

△２，５５９ 
５，６３５ 
１，６５９ 
△３０ 
２，７６８ 
△２１ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △１，５３６ △２，３８３ △２，９０９ 

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入金の調達による収入 
短期借入金の返済による支出 
長期借入金の調達による収入 
長期借入金の返済による支出 
自己株式の取得による支出 
親会社による配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 

 
１，７２９ 
△５，０７７ 
３，８６０ 
△３，０８４ 
△６６８ 
△１，１９１ 
△２４ 

 
６７４ 

△４，４７８ 
１，０３０ 
△３，０６８ 
△６７３ 
△１，１６３ 
－ 

 
９７ 

△６，６６４ 
３，６２７ 
△６，１９２ 
△１，９３３ 
△１，１９１ 
△２４ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △４，４５７ △７，６７６ △１２，２８０ 

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 
Ⅵ．現金及び現金同等物期首残高 
Ⅶ．現金及び現金同等物中間期末（期末）残高 

△１５ 
△１，３６３ 
６，８５１ 
５，４８７ 

４０ 
△２，２１７ 
７，４２１ 
５，２０３ 

２７ 
５７０ 
６，８５１ 
７，４２１ 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  
 
１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社の数  ３５社  

主要会社名：クレハ建設㈱、呉羽運輸㈱、呉羽環境㈱ 

錦商事㈱、呉羽テクノエンジ㈱、呉羽合繊㈱ 

呉羽プラスチックス㈱、加古川プラスチックス㈱ 

クレハ・ヨーロッパB.V. 、クレハ・ケーピーエス Inc. 

クレハロン・インダストリーB.V. 

なお、前連結会計年度において連結子会社でありました乙羽商事㈱は清算結了によ

り連結の範囲から除外しております。 

 

（２）非連結子会社の数   １社（会社名：上海呉羽化学有限公司） 

上海呉羽化学有限公司の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等は、いずれ

も少額であり、中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲か

ら除外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)持分法適用関連会社数 １社（会社名：ルトガース・クレハ・ソルベンツGmbH） 

 

(２)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社４社は、それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は６月３０日であります。 

中間連結財務諸表作成に当たっては当該連結子会社の中間決算日現在の中間財務諸表

を使用しておりますが、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

満期保有目的の債券・・・償却原価法（定額法） 

その他有価証券  

  時価のあるもの・・・中間決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定） 

  時価のないもの・・・主として移動平均法による原価法 

②デリバティブ・・・時価法 

但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、原

則として繰延ヘッジ処理によっておりますが、特例処理の要件を

満たすものについては、特例処理によっております。 

③たな卸資産・・・主として総平均法による原価法 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産・・・当社及び国内連結子会社は建物（建物附属設備を含む）は定額 

法により、その他のものは主として定率法によっております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方

法と同一の基準によっております。 

在外連結子会社は主として定額法を採用しております。 

  ②無形固定資産・・・定額法を採用しております。 

なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。 

但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は、

主として債権の実態に応じ貸倒見積額を計上しております。 

     ②賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 
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③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

なお、一部国内連結子会社の退職給付債務については、退職給付に係る自己都合

要支給額又は年金財政計算上の責任準備金を用いております。 

また、会計基準変更時差異については、原則として５年による按分額を費用処理

しております。 

過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数による按分額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

（５）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取

引については特例処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

金利スワップ 借入金 

金利オプション 借入金 

③ヘッジ方針 

変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回

避し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金

利スワップ取引及び金利オプション取引を行っております。なお、当該取引は

社内管理規程に従って行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロ

ー変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効

性を評価しております。但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オ

プションについては、有効性の評価を省略しております。 
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（６）その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
 
 

（中間連結貸借対照表関係） （百万円） 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

有形固定資産減価償却累計額 １６４，０７０ １６１，９２９ １５９，８５１ 

担 保 資 産 ３９，８０２ ３８，３４３ ３７，７９０ 

保 証 債 務 ４９９ ５０９ ４８２ 

受 取 手 形 割 引 高 ２５３ １５２ ３０２ 

受 取 手 形 裏 書 譲 渡 高 ２０７ １６８ ２３１ 

 

 

 

（中間連結損益計算書関係） （百万円） 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

特別利益の主要項目    

投 資 有 価 証 券 売 却 益 ７６４ ４０６ ２，２３４ 

知 的 財 産 権 譲 渡 益 － － １，６５９ 

特別損失の主要項目    

固 定 資 産 除 却 売 却 損 ２３９ ６７５ １，００１ 

退 職 給 付 費 用 ２６０ ２６２ ５２８ 

投資有価証券等評価損 １９ ５ ３，８７９ 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － ５ ２，４０９ 

 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記さ

れている科目の金額との関係 

 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

 （百万円）           （百万円） （百万円） 

 現 金 及 び 預 金 勘 定 ５，４８７ ５，２０３ ７，４２１ 

現金及び現金同等物 ５，４８７ ５，２０３ ７，４２１ 
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① セ グ メ ン ト 情 報 
 

1．事業の種類別セグメント情報 
 

前中間連結会計期間(自平成 14年 4月 1日 至平成 14年 9月 30日) 

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 
  事    業 事    業 事    業 事  業 

計 
全    社 

連 結 

 売上高及び営業損益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高  
    （１）外部顧客に対する売上高 14,257  14,199  23,731  10,231  62,420  ―― 62,420  
    （２）セグメント間の内部売上高 
     又は振替高 

381  68  341  6,259  7,050  (7,050) ―― 

 計 14,639  14,267  24,073  16,490  69,470  (7,050) 62,420  
   営 業 費 用 13,403  14,315  23,302  16,244  67,265  (7,071) 60,194  
   営業利益又は営業損失（△） 1,235  △ 47  770  246  2,205  20 2,225  

 

当中間連結会計期間(自平成 15年 4月 1日 至平成 15年 9月 30日) 

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 
  事    業 事    業 事    業 事  業 

計 
全    社 

連 結 

 売上高及び営業損益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高  
    （１）外部顧客に対する売上高 12,571  16,535  25,006  11,546  65,660  ―― 65,660  
    （２）セグメント間の内部売上高 
      又は振替高 

458 79  395  5,903  6,837  (6,837) ―― 

 計 13,030  16,615  25,401  17,450  72,498  (6,837) 65,660  
   営 業 費 用 11,632  14,542  25,426  16,545  68,147  (6,724) 61,422  
   営業利益又は営業損失（△） 1,398  2,072  △ 24  905  4,350  (113) 4,237  

 
前連結会計年度(自平成 14年 4月 1日 至平成 15年 3月 31日) 

機能製品 化学製品 樹脂製品 その他 消去又は 
  事    業 事    業 事    業 事  業 

計 
全    社 

連 結 

 売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売 上 高  
    （１）外部顧客に対する売上高 31,751  31,102  50,950  23,843  137,647  ―― 137,647  
    （２）セグメント間の内部売上高 
     又は振替高 

425  158  738  15,169  16,491  (16,491) ―― 

 計 32,176  31,260  51,689  39,012  154,139  (16,491) 137,647  
   営 業 費 用 28,141  29,801  49,911  37,773  145,627  (16,268) 129,358  
   営 業 利 益 4,035  1,459  1,778  1,239  8,511  (222) 8,289  

 
 
（注）１．事業区分の方法 
     機能製品事業、化学製品事業、樹脂製品事業の３事業とその他事業にセグメンテーションしております。 

２．各事業区分の主要製品及び役務の名称 

事業区分 主 要 製 品 等 

機事 
能 
製 
品業 

PPS樹脂、ふっ化ビニリデン樹脂 
制電樹脂、機能性コンパウンド、光学材料 
炭素繊維、球状活性炭、特殊炭素材料 

 

化事 
学 
製  
品業  

か性ソーダ、塩酸、液体塩素、次亜塩素酸ソーダ 
モノクロルベンゼン、パラジクロルベンゼン、オルソジクロルベンゼン 
2，6ジクロルトルエン、クレスチン、クレメジン、コバルジン 
ラブサイド、DDVP、メトコナゾール、イプコナゾール 
粒状培土、園芸培土 

樹事 
脂 
製 
品業 

塩化ビニリデンフィルム、塩化ビニリデン・コンパウンド、熱収縮多層フィルム 
非収縮多層フィルム、多層ボトル、ハイバリアーラミネート基材 
NEWクレラップ、流し台用水切りゴミ袋、掃除機用紙パック、ふっ化ビニリデン釣糸 
人工芝および敷設工事、天然芝生造成工事、自動充填結紮機、金属蒸着フィルム 

そ事 
の 
他業 

運送および倉庫業務、産業設備の設計・工事監理業務、土木・建築工事の施工請負業務 
産業廃棄物の処理 
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2．所在地別セグメント情報 
 
前中間連結会計期間（自平成１４年４月１日 至平成１４年９月３０日） 
 日本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高  
   (1)外部顧客に対する売上高 54,825 4,677 2,145 771 62,420 ―― 62,420 
   (2)セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

891 2 238 8 1,141 (1,141) ―― 

 計 55,717 4,680 2,383 779 63,562 (1,141) 62,420 
   営 業 費 用 54,141 4,417 2,003 769 61,331 (1,137) 60,194 
   営 業 利 益 1,576 263 380 10 2,230 (4) 2,225 
 
 
当中間連結会計期間（自平成１５年４月１日 至平成１５年９月３０日） 
 日本 ヨーロッパ 北アメリカ 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高 
   (1)外部顧客に対する売上高 61,032 3,881 745 65,660 ―― 65,660 
   (2)セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

862 3 10 877 (877) ―― 

 計 61,895 3,885 756 66,537 (877) 65,660 
   営 業 費 用 57,965 3,729 525 62,220 (797) 61,422 
   営 業 利 益 3,929 155 231 4,317 (79) 4,237 
 
 
前連結会計年度（自平成１４年４月１日 至平成１５年３月３１日） 
 日本 ヨーロッパ アジア 北アメリカ 計 消去又は全社 連結 

売上高及び営業利益 
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

   売上高  
   (1)外部顧客に対する売上高 121,002 10,395 4,642 1,607 137,647 ―― 137,647 
   (2)セグメント間の内部売上高 
    又は振替高 

2,102 19 436 18 2,577 (2,577) ―― 

 計 123,104 10,414 5,079 1,625 140,225 (2,577) 137,647 
   営 業 費 用 116,495 9,492 4,464 1,502 131,955 (2,597) 129,358 
   営 業 利 益 6,608 922 615 123 8,269 20 8,289 
 
(注)１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
  ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
（１） ヨーロッパ…………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 
（２） ア ジ ア…………シンガポール、なお当中間連結会計期間においては当該区分に所在する連結子会社はありません。 
（３） 北アメリカ…………アメリカ合衆国 
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３．海 外 売 上 高 
 
前中間連結会計期間(自平成14 年4月1 日 至平成14 年9月30 日) 
 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 
 
5,766 

百万円 
 
4,569 

百万円 
 
1,662 

百万円 
 
11,998 

Ⅱ．連結売上高     62,420 

Ⅲ．連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％） 

   9.2   7.3   2.7     19.2 

 
 当中間連結会計期間（自平成 15年4月1 日 至平成 15年9月 30日） 
 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 
 
6,384 

百万円 
 
3,617 

百万円 
 
1,145 

百万円 
 
11,147 

Ⅱ．連結売上高   65,660 

Ⅲ．連結売上高に占める 
 海外売上高の割合（％） 

    9.7    5.5    1.7        17.0 

 
前連結会計年度(自平成14年4 月1日 至平成15年3 月31 日) 
 ヨーロッパ アジア その他の地域 計 

Ⅰ．海外売上高 

百万円 
 
14,420 

百万円 
 
10,973 

百万円 
 
3,496 

百万円 
 
28,891 

Ⅱ．連結売上高    137,647 

Ⅲ．連結売上高に占める 
   海外売上高の割合（％） 

  10.5   8.0   2.5     21.0 

 
（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２．各区分に属する主な国又は地域 
（１）ヨーロッパ………イギリス、フランス、ドイツ、オランダ、ベルギー 
（２）ア ジ ア………中国 
（３）その他の地域……アメリカ合衆国 
３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
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②．有 価 証 券 
 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

平成１４年９月３０日現在 平成１５年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在 

 

中間連結

貸借対照

表計上額 

時価 差額 中間連結

貸借対照

表計上額 

時価 差額 連 結   

貸借対照

表計上額 

時価 差額 

国債・地方債等 1,067 1,075 7 564 568 3 1,065 1,065 0 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

平成１４年９月３０日現在 平成１５年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在 

   

取得原価 中間連結

貸借対照

表計上額 

差額 取得原価 中間連結

貸借対照

表計上額 

差額 取得原価 連 結   

貸借対照

表計上額 

差額 

株式 15,064 20,964 5,899 10,219 19,196 8,976 10,857 17,275 6,418 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について 4百万円減損処理を行っ

ております。なお、当該減損処理は、中間決算日前 1 ヶ月の市場価格の平均に基づく時価が取得価

額に対して著しく下落し、回復の見込みがないものを対象としておりますが、時価が 50%以上下落

している銘柄については、時価の回復は困難とみなして減損処理を行っております。また、その他

の銘柄については、発行会社の最近の業績等を考慮して時価の回復可能性を検討しております。 

   

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

（単位：百万円） 

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

平成 14年 9月 30日現在 平成 15年 9月 30日現在 平成15年3月31日現在 

 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

満期保有目的の債券 

 劣後債 

その他有価証券 

優先出資証券 

非上場株式 

（店頭公開株式を除く） 

           

５００ 

 

     １，０００ 

     ４３５ 

 

５００ 

 

１，０００ 

２，１０８              

 

５００ 

 

    １，０００

    ２，１０８ 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生産実績 
生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
 自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日  事業区分 

生産高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  ９,０９３ △１７．３ 

化学製品事業  １３,３１１  ＋３．５ 

樹脂製品事業 １８,７１７  ＋８．３ 

合計  ４１,１２３  △０．１ 

(注) １ 金額は平均販売単価によっております。 
２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 
その他事業のうち、土木・建築工事の施工請負等の受注実績は次のとおりであります。なお、

これ以外の製品については見込生産を行っております。 
当中間連結会計期間 
 自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 事業区分 

受注高(百万円) 対前年同期比(％) 受注残高(百万円) 対前年同期比(％) 

その他事業   ７,４９１ ＋１４．３ ５,５６５ △１．０  

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 
販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
 自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 事業区分 

販売高(百万円) 対前年同期比(％) 

機能製品事業  １２,５７１ △１１．８ 

化学製品事業 １６,５３５  ＋１６．５ 

樹脂製品事業  ２５,００６  ＋５．４ 

その他事業  １１,５４６  ＋１２．９ 

合計  ６５,６６０  ＋５．２ 

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 
    



 
平成 16 年 3月期  個別中間財務諸表の概要              平成15年11 月13 日 
上 場 会 社 名        呉羽化学工業株式会社              上場取引所    東・大 
コ ー ド 番 号         ４０２３                    本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ http://www.kureha.co.jp） 
代  表  者  代表取締役社長  田中 宏 
問合せ先責任者  広報部長     竹田 裕          ＴＥＬ (03)3249-4651 
決算取締役会開催日  平成15 年 11 月 13 日                 中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成   年   月   日                 単元株制度採用の有無 有（1 単元1,000株） 

 
１．15年9月中間期の業績(平成 15年4月 1日～平成15年9月 30 日) 
(1)経営成績                      (注)百万円未満は切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営業利益 経常利益 
 
15年 9月中間期 
14年 9月中間期 

百万円    ％ 

         41,691      7.9 
         38,622    △5.6 

百万円    ％ 
          3,030    132.0 
          1,306   △26.8 

百万円    ％ 
          2,700     93.0 
          1,398   △12.4 

15年 3月期          84,036           4,713           5,328 
 
 

中間(当期)純利益 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

 
15年 9月中間期 
14年 9月中間期 

百万円    ％ 
          1,401     63.3 
            858  2,077.8 

円   銭 

                  7  22 
                  4  31 

15年 3月期           1,352                   6  67 
(注)①期中平均株式数 15年 9 月中間期 194,066,426 株 14 年 9 月中間期 199,038,798 株 15 年 3 月期 197,600,773 株 
   ②会計処理の方法の変更  無 
    ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
15年 9月中間期 
14年 9月中間期 

円   銭 

      0  00 
           0  00 

円  銭 

――――― 
――――― 

15年 3月期 ―――――            6  00 

(注)15 年 9 月中間期配当金の内訳 
  記念配当       0 円 00 銭 
  特別配当       0 円 00 銭 

 
(3)財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
15年 9月中間期 
14年 9月中間期 

百万円 

         133,303 
         138,210 

百万円 

          84,541 
          83,466 

％ 

           63.4 
           60.4 

円   銭 

         438  05 
         421  88 

15年 3月期          137,008           83,483            60.9          429  13 
(注)①期末発行済株式数 15 年 9月中間期 192,996,389株 14年 9月中間期 197,845,013 株 15年 3 月期 194,459,102 株 
  ②期末自己株式数  15 年 9月中間期   1,605,520株 14年 9月中間期   4,756,896 株 15年 3 月期     142,807 株 

 
２．16年3月期の業績予想(平成 15年4月 1日～平成16年3月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 
通  期 

百万円 

        87,500 
百万円 

         7,000 
百万円 

         3,300 
円   銭 

    6 00 
円   銭 

    6 00 
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 17 円 10 銭 
※ 上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。 
  当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の業績が記載の予想数値
と異なる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料を参照して下さい。   
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個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 

（１）中間貸借対照表                                                            （単位：百万円）           

前中間会計期間末 
(平成14年9月30日現在) 

当中間会計期間末 
(平成15年9月30日現在) 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成15年３月31日現在） 

        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

  
  
Ⅰ 

 
〈 資 産 の 部 〉 
流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
た な 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
 
 

３，４８５ 
１，２８５ 
２３，１５１ 
１３，０１９ 
５０４ 
７，２４３ 
△    １８ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

４，０１０ 
８１２ 

２２，６３４ 
１２，８１５ 
７０９ 
７，４３０ 
△    ６４ 

 
% 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

３，６００ 
１，２２７ 
２５，５０５ 
１３，０１５ 
６３１ 
９，１１４ 
△    ６９ 

 
% 

 
 
Ⅱ 
１． 

流 動 資 産 合 計 
 
固 定 資 産 
有 形 固 定 資 産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
土 地 
そ の 他 

４８，６７１ 
 
 
 

９，４３４ 
６，６０９ 
１７，７８９ 
７，７４３ 
４，５２８ 

35.2 
 
 
 
 
 
 
 
 

４８，３４９ 
 
 
 

１０，１１８ 
６，６４９ 
１６，５６５ 
７，４６１ 
４，０８７ 

36.3 
 
 
 
 
 
 
 
 

５３，０２５ 
 
 
 

１０，５４６ 
６，７４８ 
１７，２４４ 
７，４６１ 
３，９２３ 

38.7 

 
 
２． 

有形固定資産合計 
 

無 形 固 定 資 産 
 

４６，１０５ 
 

２，１７２ 
 

33.4 
 

1.5 

４４，８８２ 
 

２，２２６ 
 

33.7 
 

1.6 

４５，９２４ 
 

２，３２２ 

33.5 
 

1.7 

３． 投資その他の資産 
投 資 有 価 証 券 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

 
３２，９８６ 
８，４８４ 
△   ２１０ 

  
３０，０９２ 
８，０２１ 
△   ２６９ 

  
２８，１６４ 
７，８６０ 
△   ２８９ 

 

 投資その他の資産合計 ４１，２６０ 29.9 ３７，８４４ 28.4 ３５，７３６ 26.1 
 固 定 資 産 合 計 ８９，５３８ 64.8 ８４，９５３ 63.7 ８３，９８３ 61.3 

 

資 産 合 計 １３８，２１０ 100.0 １３３，３０３ 100.0 １３７，００８ 100.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



                           －2－ 

 
 
 
 
 
 
 

 （単位：百万円） 
前中間会計期間末 

(平成14年9月30日現在) 
当中間会計期間末 

(平成15年9月30日現在) 
前事業年度要約貸借対照表 
（平成15年3月31日現在） 

        期  別 

 

  科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 
 
Ⅰ 

 
〈 負 債 の 部 〉 
流 動 負 債 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
賞 与 引 当 金 
そ の 他 

 
 
 
７，５９４ 
２４，６６９ 
９８６ 
６，１９３ 

 
% 

 
 
 
 

 

 
 
 
７，５６４ 
１８，８０４ 
９５６ 
８，７２９ 

 
% 

 
 
 
 

 

 
 
 
８，２１０ 
２２，２６７ 
９７５ 
８，５７１ 

 
% 

 
 
 
 
 

 
 
 
Ⅱ 

流 動 負 債 合 計 
 
固 定 負 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役員退職慰労引当金 

３９，４４３ 
 
 

１２，６２９ 
１，３４４ 
１，１５９ 
１６６ 

 28.5 
    
    
 
 
 
 

３６，０５４ 
 
 

９，２７１ 
２，９８３ 
２６７ 
１８４ 

 27.1 
    
    
 
 
 
 

４０，０２５ 
 
 

１０，６３９ 
１，９４０ 
７２１ 
１９７ 

29.2 

 固 定 負 債 合 計 １５，３００  11.1 １２，７０６  9.5 １３，４９９ 9.9 
 
 
 
Ⅰ 

 
Ⅱ 
 
 
 
 

Ⅲ 
 
 
 
 
 

Ⅳ 
 

Ⅴ 
 

負 債 合 計 
 
〈 資 本 の 部 〉 
資 本 金 

 
資 本 剰 余 金 
資 本 準 備 金 
そ の 他 資 本 剰 余 金 
資 本 剰 余 金 合 計 

 
利 益 剰 余 金 
利 益 準 備 金 
任 意 積 立 金 
中間（当期）未処分利益 
利 益 剰 余 金 合 計 

 
その他有価証券評価差額金 
 
自 己 株 式 
資 本 合 計         

５４，７４３ 
 
 

１２，４６０ 
 
 

９，７０１ 
－ 

９，７０１ 
 
 

３，１１５ 
４０，２８０ 
１６，７８７ 
６０，１８３ 

 
２，８６７ 

 
△ １，７４６ 
８３，４６６ 

 39.6 
 
 

9.0 
 

 
 
 
 

7.0 
 
 
 
 
 

43.6 
 

2.1 
 

△1.3 
60.4 

 

４８，７６１ 
 
 

１２，４６０ 
 
 

９，７０１ 
０ 

９，７０２ 
 
 

３，１１５ 
４０，２８０ 
１４，５２２ 
５７，９１７ 

 
５，１８６ 

 
△   ７２５ 
８４，５４１ 

36.6 
 
 

9.3 
 

 
 
 
 

7.3 
 
 
 
 
 

43.4 
 

3.9 
 

△0.5 
63.4 

５３，５２４ 
 
 

１２，４６０ 
 
 

９，７０１ 
－ 

９，７０１ 
 
 

３，１１５ 
４０，２８０ 
１４，３２２ 
５７，７１７ 

 
３，６５６ 

 
△ ５２ 
８３，４８３ 

39.1 
 
 

9.1 
 

 
 
 
 

7.1 
 
 
 
 
 

42.1 
 

2.6 
 

△0.0 
60.9 

 

負 債 ・ 資 本 合 計 １３８，２１０ 100.0 １３３，３０３ 100.0 １３７，００８ 100.0 

 



－３－ 

（２）中間損益計算書               （単位：百万円）   

 

前中間会計期間 
 
自平成 14 年４月１日 

至平成 14 年 9 月 30 日 

当中間会計期間  
 
自平成 15 年４月１日 
至平成 15 年 9 月 30 日 

前事業年度     
要約損益計算書 
自平成 14 年４月１日 
至平成 15 年 3 月 31 日 

       期 別 
 

科 目 
 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

 
Ⅰ売 上 高 

Ⅱ売 上 原 価 

 
38,622 

26,408 

％ 
100.0 

68.4 

 
41,691 

27,242 

％ 
100.0 

65.3 

 
84,036 

56,830 

％ 
100.0 

67.6 
  売 上 総 利 益 
Ⅲ販売費及び一般管理費 

12,214 
10,907 

31.6 
28.2 

14,448 
11,418 

34.7 
27.4 

27,206 
22,492 

32.4 
26.8 

    営 業 利 益 
Ⅳ営 業 外 収 益 

1,306 
716 

3.4 
1.9 

3,030 
484 

7.3 
1.2 

4,713 
1,928 

5.6 
2.3 

  受 取 利 息 
  受 取 配 当 金 
そ       の       他 

Ⅴ営 業 外 費 用 

97 
360 
258 

623 

 
 
 

1.6 

85 
183 
215 

814 

182 
996 
748 

1,312 
  支 払 利 息 

そ       の       他 

224 

399 

 193 

621 

 
 
 

2.0 
 472 

839 

 
 
 

1.6 

    経 常 利 益 
Ⅵ特 別 利 益 

1,398 

394 
3.6 
1.0 

2,700 
402 

6.5 
1.0 

5,328 
3,742 

6.3 
4.5 

    投資有価証券売却益 
  貸 倒 引当金戻入益 

   知 的 財産権譲渡益 
  固 定 資 産 売 却 益 
Ⅶ特 別 損 失 

371 
23 

－ 
－ 
336 

 
 

 
 
0.9 

402 
－ 

  － 
－ 
725 

 
 

 
 
1.7 

2,028 
－ 

1,659 
55 
6,884 

 
 

 
 
8.2 

230 
13 
75 
－ 
16 
－ 

    
 

712 
5 
5 
2 
－ 
－ 

 678 
3,797 

      2,108     
71 
86 
141 

 

1,457 
255 
343 

3.8 
0.7 
0.9 

2,376 
1,050 
△    75 

5.7 
2.5 
△0.2 

2,187 
450 
385 

2.6 
0.5 
0.5 

858 
15,929 
－ 

2.2 1,401 
13,120 
－ 

3.4 1,352 
     15,929
      2,959 

1.6 

  固定資産除却売却損 
 投資有価証券等評価損 
 投資有価証券売却損 
 貸 倒 引 当 金 繰 入 
 投資有価証券消却損 
 棚 卸 資 産 評 価 損 
税引前中間（当期）純利益  

 法人税、住民税及び事業税  
  法 人 税 等 調 整 額 
 中間（当期）純利益 
  前 期 繰 越 利 益 
  利益による自己株式消却額  
  中間（当期）未処分利益 16,787  14,522       14,322  



                  －4－ 

（中間財務諸表作成の基本となる重要な事項） 
 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券 
満期保有目的の債券  …償却原価法（定額法） 

子会社株式及び関連会社株式  …移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの      …中間決算日前１ヶ月の市場価格の平均に基づく 

時価法 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 
時価のないもの  …移動平均法による原価法 

（２）デリバティブ  …時価法 

但し、金利スワップ取引及び金利オプション取引については、原

則として繰延ヘッジ処理によっておりますが、特例処理の要件を満

たすものについては、特例処理によっております。 
（３）たな卸資産 …総平均法による原価法 

 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 

建物（建物附属設備を含む）  …定額法 
上記以外 …定率法 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 
（２）無形固定資産  …定額法 

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 
但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

（２）賞与引当金 
従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計

上しております。 
過去勤務債務は、その全額を発生年度に処理しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定

額法により、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 
（４）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく必要額を計上しております。 

 
 

 



                  －5－ 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
５．ヘッジ会計の方法 

（１）ヘッジ会計の方法 
原則として繰延ヘッジ処理によっております。 
なお、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引及び金利オプション取引に

ついては特例処理によっております。 
（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 
金利スワップ  借入金 
金利オプション  借入金 

（３）ヘッジ方針 
変動金利の借入債務を固定金利に変換することによって、金利上昇リスクを回避

し、調達コストの低減化を図り、キャッシュ・フローを固定化するため、金利スワ

ップ取引及び金利オプション取引を行っております。なお、当該取引は社内管理規

程に従って行っております。 

（４）ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー

変動の累計を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎として、ヘッジ有効性を評

価しております。 
但し、特例処理によっている金利スワップ及び金利オプションについては、有効

性の評価を省略しております。 

 
６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の会計処理について 
税抜方式によっております。 

 



 
－ ６  － 

                                                                                 
 

 

注 記 事 項 

                                                   （単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

（中間貸借対照表関係）    
有形固定資産の減価償却累計額 １１４，５４６ １１６，８２９ １１５，９２２ 
担保資産 ３２，１６３ ３１，２４２ ３０，５３３ 
保証債務 ６，７７１ ４，８６１ ４，９２５ 
    
（中間損益計算書関係）    
減価償却実施額 ２，８６８ ２，８５５ ６，０４５ 
研究開発費の総額 ２，８７５ ２，９５７ ６，０５６ 

 

有 価 証 券 関 係 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ
るものはありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




